
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

（放課後子ども教室推進事業に含まれる）

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

放課後子ども教室登録児童数　7,050人  （H29年度目標：放課後子ども教室登録児童数7,900人）

Ｈ26 H27
目標

H25末
(実績) 目標 成果 達成状況

7,200人

100箇所

72 79

放課後子どもプランに関わるコーディネーターや安全
管理員、児童クラブ指導員等の資質向上、情報交
換・情報共有の推進のため年１回開催

47 57 47

合計 20,936 18,154

7,050人 6,827人 未達成

達成79箇所 86箇所 88箇所

83人 108人

成果目標の達成状況

項目

登録児童数

実施箇所数

合同研修会参加数

事業番号 １４ ０７ ０５ 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 放課後子ども教室推進事業費 担
当
課

部局 教育委員会事務局

課・室 文化財・生涯学習課

５　地域・家庭の教育力の向上 実施期間 H19 ～

137人 達成 140人

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

放課後子どもプラン推進事業実施要綱
国庫補助事業を活用しているが、市町村への県補助が要件となるため

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail bunsho@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
７－２　子育て先進県の実現

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 検討中

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を利用して、地域の方々の参画を得、地域における子どもたちが安心・安全に、心豊かで健やか
に育まれる居場所づくりを推進する。

近年、子どもを取り巻く環境が大きく変化しており、未来を担う子どもたちを健やかにはぐくむためには、学校、家庭及び地域住民等がそれ
ぞれの役割と責任を自覚しつつ、地域全体で教育に取り組む体制づくりを目指す必要がある中で、実施市町村数、実施教室数、登録児
童数ともに増加傾向にある。

放課後子どもプラン推進員会 直接
成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

放課後子ども教室推進事業
補助金・
交付金

放課後子ども教室を実施する36市町村に補助
（補助率　2/3)

20,810 18,025 20,810

放課後子ども教室と放課後児童健全育成事業（児童
クラブ）が、小学校区ごとに一体的又は連携して実施
される総合的な放課後対策事業（放課後子どもプラ
ン）の推進のため年２回開催

79

20,936

安全管理員等の合同研修会 直接

22,923 20,936 20,936

合計（A) 23,890

地域の豊かな社会資源を活
用した土曜日の教育支援体
制等構築事業

補助金・
交付金

土曜日の支援授業を実施する市町村に補助

20,936
6,655人

26年度 27年度

当初予算 26,836

補正予算 -2,946 -2,370

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

22,923 18,566

概　算
人件費

0.50 0.50 0.50 0.50

4,129

23,784 22,631 18,154

4,129

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・引き続き放課後子ども教室推進事業を実施する市町村を支援するとともに、各地域の実情に応じた取組を組み合わせることで、
　より充実した放課後の居場所作りの支援活動を推進する。
・取組事例集を作成し、既に取り組んでいる市町村また、実施を検討している市町村の事業計画立案に役立てていく。
・経済的な理由や家庭の事情により家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分に身についていない中学生のために
  H27から実施する地域未来塾を周知するとともに、取り組む市町村と連携を深め事業を推進する。

目標に対
する成果
の状況

・当初実施予定の市町村において事業未実施となったことから、登録児童数・実施箇所数が減となったが、実施を希望する全ての
　市町村において学習や体験・交流活動を行うことができ、目的に沿った事業が推進できている。
・研修会は、実施期日を変更し参加者が出席しやすい日程としたため、例年以上の出席者数となった。
 ※平成27年３月の「ながの子ども・子育て応援総合計画」策定に伴い、目標の修正を行いました。

 概算事業費（B（A）+C） 27,913 26,760 22,283 25,065

4,129 4,129

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

11,975 11,484 9,261 10,490

11,915 11,439 9,305 10,446


